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１ 法人の目的及び業務内容 

 

（１）法人の目的（地方独立行政法人宮城県立こども病院定款第１条） 

地方独立行政法人宮城県立こども病院は、高度な専門知識と技術に基づく医療の提

供を行うことにより、県内における医療・療育水準の向上を図り、もって県民の健

康・福祉の確保及び増進に寄与することを目的としています。 

 

（２）業務内容（地方独立行政法人宮城県立こども病院定款第１８条） 

当法人は、（地方独立行政法人宮城県立こども病院定款）第１条の目的を達成するた

め、次の業務を行います。 

一 医療を提供すること。 

二 医療に関する調査及び研究を行うこと。 

三 医療に関する技術者の研修を行うこと。 

四 児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第七条第一項に規定する障害児入所

施設を運営すること。 

五 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

２ 県の政策における法人の位置付け及び役割 

 

県の医療提供体制                           

（『第７次宮城県地域医療計画の概要』ｐ2） 

◇ 周産期医療 

【目指すべき方向性】 

●周産期医療の機能分担及び連携強化、周産期医療従事者の確保・育成・再教育によ

る安全な医療提供体制を確保します。 

●新生児医療の有効活用のための後方支援の充実と小児の療養・療育支援が可能な体

制の確保、災害時の体制の強化、妊産婦のメンタルヘルスケア等への対応について

連携強化を図ります。 

 

◇ 小児医療 

【目指すべき方向性】 

●小児科医師の確保や定着に努めるとともに、医療資源の集約化・重点化や連携体制

を強化します。 

●休日・夜間における適切な受診を誘導する取組を支援します。 

●小児科専門医の育成やキャリア形成を支援します。 

●人材育成や相談体制の充実、レスパイト入院先の拡大に努めます。 

●災害時小児周産期リエゾンを育成します。 
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第５期中期目標期間における法人が果たすべき役割             

 

【第５期中期目標～第４期からの主な変更点～】 

○指標を設定し、目標を数値化し明確化 

○「質の高い医療・療育の提供」に成人移行期支援に関する目標を設定 

○新興感染症等が発生した際に、地域医療の確保に努めることを目標として設定 

○「療育支援事業」と「成育支援事業」は事業対象が異なることから、項目分け 

○「情報セキュリティ対策に関する事項」を新設 

 

宮城県立こども病院の特色                       

 

宮城県立こども病院は、東北唯一の小児高度専門医療施設として平成１５年１１月

に開院しました。（平成１８年４月に公設民営から地方独立行政法人に移行。） 

平成２８年３月、県の小児リハビリテーションの中核であった宮城県拓桃医療療育

センターの機能を引き継いだ医療型障害児入所施設「宮城県立拓桃園」が開所し、こ

れにより、小児・周産期の急性期から慢性期、リハビリテーション、在宅医療までを

一貫して担う医療・福祉施設として新たにスタートしました。 
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３ 中期目標の概要 

 

地方独立行政法人宮城県立こども病院中期目標（令和４年度～令和７年度） 

 

前文 

宮城県立こども病院（以下「こども病院」という。）は、宮城県（以下「県」とい

う。）の「小児専門医療の核」と位置付けられ、周産期・小児医療分野における高度医

療を集約的に提供するとともに、県全体の小児医療水準の向上を図るために平成１５年

１１月に開院、平成１８年４月に地方独立行政法人に移行した。また、平成２７年４月

には、「宮城県拓桃医療療育センター」と経営統合し、翌平成２８年３月に同センター

の機能を引き継いだ医療型障害児入所施設「宮城県立拓桃園」をこども病院内に開所し

た。これにより、小児周産期の急性期から慢性期、リハビリテーション、在宅医療まで

を一貫して担う医療・福祉施設として新たな形での運営が開始された。 

平成３０年度から令和３年度までの第４期中期目標期間においては、小児人口の減

少、医療の高度化や医療ニーズの多様化に加え、新型コロナウイルス感染症の世界的流

行が医療体制に甚大な影響を及ぼした。地方独立行政法人宮城県立こども病院（以下

「法人」という。）は、このような医療・社会状況において経営の安定化と収支改善に

努めつつ、県の感染症対策の重点医療機関として小児新型コロナウイルス感染症診療を

担ってきた。新型コロナウイルス感染症は、高い感染力を持つ変異株の出現により、安

定的収束までには、なお時間を要するものと懸念される。 

このため、第５期中期目標においては、医療環境の変化に柔軟に対応できる診療体制

の充実に努めていくことが必要であり、地方独立行政法人としての自主性や自立性を生

かして、効率的な業務運営体制の確立への取組が求められる。また、急性期を乗り越え

た難病患者の日常的な医療ケアの支援や在宅医療の充実が求められるほか、成人移行期

支援の重要性がより高まってきている。 

これらのニーズに対応していくためには、地域の関係機関との連携を深める取組等が

必要であり、県が推進している持続可能な開発目標「ＳＤＧｓ」に通じるものである。 

法人は、東北唯一の小児周産期・高度専門医療施設として、高度医療及び総合的な療育

を安定的かつ継続的に提供していくことが求められる。 

 

  

詳細については、宮城県立こども病院ホームページを参照。 

『法人概要』（https://www.miyagi-children.or.jp/about/overview01/）  

「中期目標」 

・中期目標（令和４年度から令和７年度） 

https://www.miyagi-children.or.jp/about/overview01/
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４ 理事長の理念並びに運営上の方針及び戦略 

 

宮城県小児総合医療整備基本計画理念「すべての子どもにいのちの輝きを」       

この理念は、本県の総合的な小児医療レベルの向上を願い、子どもや家族の視点を

尊重し、子どもの成長に応じた総合的な医療が提供され、次代を担うすべての子ども

たちが、生きる喜びを感じ、いのちを輝かせることができる社会の実現を目指すもの

です。 

 

宮城県立こども病院設計理念「元気のでるファミリーホスピタル」           

みやぎのこども病院は、子ども一人ひとりをしっかりと見つめ、質の高い医療の提

供とともに、子どもの家族と一緒に過ごす権利、遊ぶ権利、学ぶ権利、自分のことを

知る権利などを大切にします。子どもの病気も家族の生活の一環としてとらえ、病気

であっても日々成長・発達する子どもが、家族と一緒に安心して病気に立ち向かうこ

とができ、多くの人に支えられながら、恵まれた自然環境の中で普通の生活がおくれ

るよう、子どもの成長を暖かく見守る「元気のでるファミリーホスピタル」を目指し

ます。 

 

病院の理念                                    

私たちは、こどもの権利を尊重し、こどもの成長を育む心の通った医療・療育を行

います。 

私たちは、高度で専門的な知識と技術に支えられた、良質で安全な医療・療育を行

います。 

 

病院の基本方針                                  

チーム医療・成育医療及び総合的な療育プログラムを実践し、温かい医療・療育を

行います。 

こどもの成長・発達に応じたきめ細やかな医療・療育を行い、自立の心を育みます。 

一人ひとりの成長・発達に寄り添い、安全で潤いのある療養・療育環境を整えます。 

小児医療と療育の中核施設として、地域の関係機関と連携し、患者や家族の地域で

の生活を支えます。 

こどもや家族と診療・療育内容の情報を共有し、情報公開に努めます。 

自己評価を行い、外部評価を尊重するとともに、業務の改善や効率化を図り、健全

経営に努めます。 

臨床研究及び人材の育成を推進し、医療・療育水準の向上に貢献します。 

職員の就労環境を整備するとともに、職員の知識・技術の習得を支援します。 
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病院のこども憲章                                 

この憲章は宮城県立こども病院でのこどもたちやご家族の権利を示すものです。 

こどもたちは、こどもの病気を治すことを専門とする職員によって、適切な治療を

受けられます。 

こどもたちは、みずからの健康に関するすべてのことについて、年齢や理解度に応

じた方法で説明を受けられます。 

こどもたちとその家族は、検査や治療について事前に十分な説明を受け、納得した

うえで診療を受けられます。 

こどもたちは、いつでも安心して治療が受けられるような環境のなかで、安全な痛

みの少ない治療を受けられます。 

家族はこどもたちの治療に積極的に参加することができます。 

こどもたちは、年齢や病状にあった遊びやレクリエーションを提供され、教育を受

けられます。 

こどもたちとその家族のプライバシーはいつでも守られます。 
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５ 中期計画及び年度計画の概要 

 

中期目標を達成するための中期計画と当該計画に基づく年度計画を作成しています。 

中期計画と当事業年度に係る年度計画との関係は以下のとおりです。 

詳細については、宮城県立こども病院ホームページを参照。 

『法人概要』（https://www.miyagi-children.or.jp/about/overview01/）  

「中期計画」 

・中期計画（令和４年度から令和７年度） 

   「年度計画」 

    ・令和５年度 

 

（注）「●」は指標（数値目標）を表しています。 

第５期中期計画項目と主な指標等 令和５年度計画項目と主な指標等 

第２ 県民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためにとるべき措置 

第１ 県民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためにとるべき措置 

１ 診療事業及び福祉事業 １ 診療事業及び福祉事業 

(1) 質の高い医療・療育の提供 (1) 質の高い医療・療育の提供 

イ 高度で専門的な医療への取組及び政策

医療の適切な実施 

ロ 総合的な療育サービスの提供 

ハ クリニカルパスの活用 

●クリニカルパスの適用率 

（毎年度、５０％以上）  

ニ 退院サマリーの作成 

●退院後２週間以内の退院サマリー作成率 

（毎年度、９０％以上） 

ホ 在宅療養・療育への移行支援の推進 

へ 小児リハビリテーションの充実 

ト 成人移行期支援の推進 

●成人移行期支援外来受診患者数（実人

数）（毎年度、前年度以上） 

イ 高度で専門的な医療への取組及び政策

医療の適切な実施  

ロ 総合的な療育サービスの提供 

ハ クリニカルパスの活用 

●クリニカルパスの適用率 

（５０％以上） 

ニ 退院サマリーの作成  

●退院後２週間以内の退院サマリー作成率 

（９０％以上） 

ホ 在宅療養・療育への移行支援の推進 

へ 小児リハビリテーションの充実 

ト 成人移行期支援の推進 

●成人移行期支援外来受診患者数（実人

数）（前年度以上） 

(2) 地域への貢献 (2) 地域への貢献 

イ 情報発信の強化と関係機関等との連携

推進 

イ 情報発信の強化と関係機関等との連携

推進 

https://www.miyagi-children.or.jp/about/overview01/
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(イ)情報発信の強化 

(ロ)関係機関等との連携推進 

●紹介率 

（毎年度、８０％以上） 

ロ 救急医療の充実 

(イ)周産期・小児医療の救急医療への対応 

(ロ)救急医療体制の充実に向けた検討 

ハ 新興感染症等への対応  

(イ)情報発信の強化 

(ロ)関係機関等との連携推進 

●紹介率 

（８０％以上） 

ロ 救急医療の充実 

(イ)周産期・小児医療の救急医療への対応 

(ロ)救急医療体制の充実に向けた検討 

ハ 新興感染症等への対応 

(3) 患者・家族の視点に立った医療・療育

の提供 

(3) 患者・家族の視点に立った医療・療育

の提供 

イ 分かりやすい説明と相談しやすい環境

づくり 

ロ 患者の価値観の尊重 

●患者満足度調査 

（毎年度、１回以上実施） 

ハ セカンドオピニオンの適切な対応 

イ 分かりやすい説明と相談しやすい環境

づくり 

ロ 患者の価値観の尊重 

●患者満足度調査 

（１回実施） 

ハ セカンドオピニオンの適切な対応 

(4) 患者が安心できる医療・療育の提供 (4) 患者が安心できる医療・療育の提供 

イ 医療倫理の確立 

ロ 医療安全対策の充実 

●医療安全対策に関する全体研修 

 （毎年度、２回以上実施） 

ハ 院内感染対策の充実 

●院内感染対策に関する全体研修 

（毎年度、２回以上実施） 

イ 医療倫理の確立 

ロ 医療安全対策の充実 

●医療安全対策に関する全体研修 

 （２回以上実施） 

ハ 院内感染対策の充実 

●院内感染対策に関する全体研修及び抗菌

薬適正使用に関する研修（２回以上実

施） 

２ 療育支援事業 ２ 療育支援事業 

(1) 療育支援体制の充実 

(2) 在宅療養・療育支援の充実 

イ 療育サービスの充実 

●有期有目的入所者数（実人数） 

（毎年度、１００人以上） 

ロ 障害のあるこどもとその家族の地域生

活の支援 

ハ 短期入所及び体調管理入院の充実 

(1) 療育支援体制の充実 

(2) 在宅療養・療育支援の充実 

イ 療育サービスの充実 

●有期有目的入所者数（実人数） 

（１００人以上） 

ロ 障害のあるこどもとその家族の地域生

活の支援 

ハ 短期入所及び体調管理入院の充実 

３ 成育支援事業 ３ 成育支援事業 

(1) 成育支援体制の充実 (1) 成育支援体制の充実 
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(2) こどもの成長・発達への支援 

●集中治療系の保育人数 

（毎年度、前年度以上） 

(3) 患者と家族の心理的援助及び社会的問

題等への支援 

(4) 病院ボランティア活動の充実と支援 

(2) こどもの成長・発達への支援 

●集中治療系の保育人数 

（前年度以上） 

(3) 患者と家族の心理的援助及び社会的問

題等への支援 

(4) 病院ボランティア活動の充実と支援 

４ 臨床研究事業 ４ 臨床研究事業 

(1) 臨床研究の推進 

●臨床研究実施件数 

（毎年度、１７０件以上） 

(2) 治験の推進 

(3) 臨床研究支援体制の充実 

(1) 臨床研究の推進 

●臨床研究実施件数 

（１７０件以上） 

(2) 治験の推進 

(3) 臨床研究支援体制の充実 

５ 教育研修事業 ５ 教育研修事業 

(1) 質の高い医療・療育従事者の育成 

イ 臨床研修医や専攻医の育成 

ロ 専門医の育成 

ハ 職員の資質向上への支援 

(2) 地域に貢献する研修事業の実施 

イ 地域医療支援病院としての研修事業 

●地域医療研修会 

（毎年度、１２回以上開催） 

ロ  療育拠点施設としての研修事業 

●療育支援研修会 

（毎年度、１回以上開催） 

(1) 質の高い医療・療育従事者の育成 

イ 臨床研修医や専攻医の育成 

ロ 専門医の育成 

ハ 職員の資質向上への支援 

(2) 地域に貢献する研修事業の実施 

イ 地域医療支援病院としての研修事業 

●地域医療研修会 

（毎年度、１２回以上開催） 

ロ 療育拠点施設としての研修事業 

●療育支援研修会 

（１回以上開催） 

６ 災害時等における活動 ６ 災害時等における活動 

第３  業務運営の改善及び効率化に関する

目標を達成するためにとるべき措置 

第２  業務運営の改善及び効率化に関する

目標を達成するためにとるべき措置 

１  効率的な業務運営体制の確立 １  効率的な業務運営体制の確立 

(1) 効率的・効果的な組織の構築 

(2) 業務運営体制の強化 

(3) 職員の参画等による業務運営 

(1) 効率的・効果的な組織の構築 

(2) 業務運営体制の強化 

(3) 職員の参画等による業務運営 

２ 業務運営の見直し及び効率化による収

支改善 

２ 業務運営の見直し及び効率化による収

支改善 

(1) 医療資源の有効活用 

イ 病床の効率的な利用の推進による収支

改善 

(1) 医療資源の有効活用 

イ 病床の効率的な利用の推進による収支

改善 
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●病床利用率 

（中期目標期間中に８０％以上） 

ロ 医療機器の効率的な利用の推進による

収支改善 

(2) 収益確保の取組 

(3) 業務運営コストの節減等 

イ  医療材料・医薬品等の適切な管理に

よる節減 

ロ 適正な職員配置及び業務委託の見直し

による節減 

●医業収益に占める人件費比率 

（毎年度、７０％以下） 

 

 

(4) 財務分析の実施 

(5) 外部評価の活用等 

●病床利用率 

（７５．０％） 

ロ 医療機器の効率的な利用の推進による

収支改善 

(2) 収益確保の取組 

(3) 業務運営コストの節減等 

イ  医療材料・医薬品等の適切な管理に

よる節減 

ロ 適正な職員配置及び業務委託の見直し

による節減 

●医業収益に占める人件費比率 

（７５．４％以下） 

ハ 修繕費の節減 

ニ ＥＳＣＯ事業の推進による節減 

(4) 財務分析の実施 

(5) 外部評価の活用等 

第４ 予算、収支計画及び資金計画 第３ 予算、収支計画及び資金計画 

●経常収支比率 

（毎年度、１００％以上） 

●医業収支比率 

（毎年度、６８％以上） 

●経常収支比率 

（９７．６％以上） 

●医業収支比率 

（７１．９％以上） 

１ 予算 １ 予算 

２ 収支計画 ２ 収支計画 

３ 資金計画 ３ 資金計画 

第５ 短期借入金の限度額 第４ 短期借入金の限度額 

１ 限度額 １ 限度額 

２ 想定される理由 ２ 想定される理由 

第６ 出資等に係る不要財産となることが

見込まれる財産の処分に関する計画 

第５ 出資等に係る不要財産となることが

見込まれる財産の処分に関する計画 

第７ 前記の財産以外の重要な財産を譲渡 

し、又は担保に供する計画 

第６ 前記の財産以外の重要な財産を譲渡

し、又は担保に供する計画 

第８ 剰余金の使途 第７ 剰余金の使途 

第９ 積立金の処分に関する計画 第８ 積立金の処分に関する計画 

第 10 料金に関する事項 — 

１ 使用料及び手数料 — 

２ 使用料及び手数料の減免 — 
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第 11 その他業務運営に関する重要目標を

達成するためにとるべき措置 

第９ その他業務運営に関する重要目標を

達成するためにとるべき措置 

１ 人事に関する計画 １ 人事に関する計画 

(1) 人事に関する方針 

●障害者雇用率 

（毎年度、法定雇用率を達成） 

(2) 人材育成に関する方針 

(3) 適切な人事評価の実施 

(1) 人事に関する方針 

●障害者雇用率 

（法定雇用率を達成） 

(2) 人材育成に関する方針 

(3) 適切な人事評価の実施 

２ 職員の就労環境の整備 ２ 職員の就労環境の整備 

３ 情報セキュリティ対策に関する計画 ３ 情報セキュリティ対策に関する計画 

４ 医療機器・施設整備に関する計画 ４ 医療機器・施設整備に関する計画 

(1) 医療機器・施設整備計画 

(2) 医療情報システムの効率的活用 

(3) 大規模修繕計画 

(1) 医療機器・施設整備計画 

(2) 医療情報システムの効率的活用 

(3) 大規模修繕計画 

 

 

６ 持続的に適正なサービスを提供するための源泉・ 

（１）ガバナンスの状況 

地方独立行政法人宮城県立こども病院は、業務方法書に基づき、法人における役員

の職務執行が、地方独立行政法人法等関係法令及び定款に適合するための体制（内部

統制システム）の整備及び内部統制の推進に関し必要な事項を地方独立行政法人宮城

県立こども病院内部統制推進規程に定めています。 

詳細については、宮城県立こども病院ホームページを参照。 

『法人概要』（https://www.miyagi-children.or.jp/about/overview01/）  

「業務方法書」 

 

  

https://www.miyagi-children.or.jp/about/overview01/
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（２）役員の状況 

 

（令和６年３月３１日現在） 

職 名 氏 名 任 期 現 職 

理事長 今泉 益栄 
自 令和 ４年 ４月 １日 

至 令和 ８年 ３月３１日 

平成１８年４月 宮城県立こども病院 血液腫瘍科部長 

平成１９年１２月 宮城県立こども病院 副院長 

兼成育支援局長兼血液腫瘍科部長 

平成２９年４月 当法人副理事長 

・宮城県立こども病院 院長 

平成３０年４月 当法人理事長 

・宮城県立こども病院 院長 

令和４年３月 当法人理事長 

・宮城県立こども病院 院長特別補佐               

副理事長 佐藤 達哉 
自 令和 ４年 ４月 １日 

至 令和 ８年 ３月３１日 

令和５年４月 当法人副理事長 

・宮城県立こども病院事務部長 

理 事 秋田 敦子 
自 令和 ４年 ４月 １日 

至 令和 ８年 ３月３１日 

現 社会福祉法人わたげ福祉会 理事長 

（平成１８年４月１日 当法人理事就任） 

理 事 永井 幸夫 
自 令和 ４年 ４月 １日 

至 令和 ８年 ３月３１日 

現 永井小児科医院 院長 

  一般社団法人仙台市医師会 顧問 

（令和４年４月１日 当法人理事就任） 

理 事 仁尾 正記 
自 令和 ４年 ４月 １日 

至 令和 ８年 ３月３１日 

現 国家公務員共済組合連合会東北公済病院 院長 

（令和４年４月１日 当法人理事就任） 

理 事 橋浦 隆一 
自 令和 ４年 ４月 １日 

至 令和 ８年 ３月３１日 

現 今野印刷株式会社 代表取締役社長 

（平成３０年４月１日 当法人理事就任） 

理 事 細谷 亮太 
自 令和 ４年 ４月 １日 

至 令和 ８年 ３月３１日 

現 聖路加国際病院 

（平成１８年４月１日 当法人理事就任） 

監 事 橋本 潤子 

自 令和 ４年 ９月 １日 

至 令和 ８年 ８月末予定

（財務諸表承認日まで） 

橋本潤子公認会計士事務所 公認会計士 

（平成２８年７月１日 当法人監事就任） 

監 事 伊藤 敬文 

自 令和 ４年 ９月 １日  

至 令和 ８年 ８月末予定

（財務諸表承認日まで） 

弁護士法人杜協同法律事務所 弁護士 

（平成２８年７月１日 当法人監事就任） 
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（３）職員の状況（令和６年３月３１日現在） 

   常勤職員は、６００人（前期末５７７人、前期比２３人増、４．０％増）であり、

平均年齢は、３８．２歳（前期末３８．２歳）となっている。 

 

（４）重要な施設等の整備等の状況   

① 当事業年度中に建替整備が完了した主要施設等 

特になし 

 

② 当事業年度において建替整備中の主要施設等 

特になし 

 

③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

特になし 

 

（５）純資産の状況  

① 純資産の状況 

  

（単位　百万円）

区　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

県出資金 1,455 0 0 1,455

資本剰余金 2,731 0 0 2,731

利益剰余金

（▲繰越欠損金）
▲2,161 0 ▲747 ▲2,908

純資産合計 2,025 0 ▲747 1,278
 

  （注）計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計と一致しないものがあります。 

 

 ② 目的積立金の申請状況、取崩内容等 

   なし 
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（６）財源の状況  

① 財源内訳 

当法人の経常収益は 10,559 百万円で、その内訳は医業収益 6,764 百万円（収益の

64.1%）、運営費負担金収益 3,076百万円（収益の 29.1%）、補助金等収益 149百万円（収

益の 1.4%）、資産見返戻入 341百万円（収益の 3.2%）、営業外収益 260 百万円（収益の

2.5%）となります。 

 

 ② 財源情報及び業務実績の説明 

   診療事業及び福祉事業の実施にあたっては、周産期・小児医療及び療育に関する宮城

県の施策及び県民の需要の変化等を踏まえ、利用者である県民に対して、成育医療及び

療育の理念に基づく高度で専門的な医療と療育を集約的に提供するとともに、患者及

びその家族の視点に立った安全で質の高い医療の提供と療育サービスの充実に努めて

います。 

   財源については上記①に記載のとおりとなります。 

 

（７）社会及び環境への配慮等の状況  

職員が家庭と仕事を両立しながら働くことができる環境の整備、障害者雇用の促

進、障害者就労施設等からの物品等の調達の推進に取り組みました。また、医療・療

育機関等への情報発信の強化や連携の推進、周産期・小児医療の救急医療への対応な

ど、地域社会への貢献を推進しています。新型コロナウイルス感染症の医療提供体制

の整備に貢献したことが評価され、令和６年３月２６日付けで県知事から「感謝状」

を授与されました。 

   さらに、環境関連法規及び法令等を遵守し、省エネルギー及び省資源に対する取組

みを通じて、地球資源及びエネルギー使用の方法を改善し、温室効果ガス等の排出の

削減に努めるとともに、リサイクルを促進し、廃棄物排出量の削減を推進していま

す。 

 

７ 業務運営上の課題及びリスクの状況並びにその対応策 

宮城県立こども病院では、平成３１年度に定めた「内部統制に係る基本方針」に基づ

いて、法人運営の障害となるリスクの顕在化の防止及びリスクが顕在化した場合の損失

の最小化を図るリスク管理に取り組んでいます。 

リスク管理体制としては、安全対策委員会や感染対策委員会、情報システム管理委員

会、災害対策委員会など部門ごとのリスク管理を統括する管理体制を定めて、法人のリ

スク管理を推進しています。 
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８ 業績の適正な評価に資する情報 

当法人は、県知事から指示された法人が達成すべき業務運営に関する目標（中期目

標）の達成に向けて、医療型障害児入所施設「宮城県立拓桃園」を協働的に運用し、高

度で専門的な医療及び総合的な療育を提供し、医療・療育の水準の維持・向上に貢献し

ています。 

社会状況と医療環境の変化は著しく、小児の疾病構造は変化しており、日常的な医療

ケア、在宅医療、そして成人移行期支援の必要度が高まっています。また、新型コロナ

ウイルス感染症は、小児医療にも大きな影響を及ぼしましたが、５類移行後の病床利用

率の回復速度は緩やかであり、回復には時間を要すると考えられます。 

このような状況において、当法人は、果たすべき役割と社会的ニーズを見定め、多職

種協働、柔軟な発想で、患者及びその家族と地域社会のために、医療・療育の安定的か

つ継続的な提供に取り組んでいます。 
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９ 業務の成果及び当該業務に要した資源 

（１）令和５年度の業務実績とその自己評価 

   各業務の具体的な取組み結果と行政コストとの関係の概要については次のとおり。 

詳細については、宮城県立こども病院ホームページを参照。 

『法人概要』（https://www.miyagi-children.or.jp/about/overview01/）  

「業務実績等報告書」 

（単位：百万円） 

令和５年度計画と主な指標等 評定（※） 行政コスト 

第１ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

11,307 

１ 診療事業及び福祉事業   

(1) 質の高い医療・療育の提供 Ａ 

(2) 地域への貢献 Ｂ 

(3) 患者・家族の視点に立った医療・療育の提供 Ｂ 

(4) 患者が安心できる医療・療育の提供 Ｂ 

２ 療育支援事業 Ｂ 

３ 成育支援事業 Ａ 

４ 臨床研究事業 Ｂ 

５ 教育研修事業 Ａ 

６ 災害時等における活動 Ａ 

第２  業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１  効率的な業務運営体制の確立 Ｂ 

２ 業務運営の見直し及び効率化による収支改善 Ｂ 

第３ 予算、収支計画及び資金計画 

Ｃ 

第４ 短期借入金の限度額 

第５ 出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産の

処分に関する計画 

第６ 前記の財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供

する計画 

第７ 剰余金の使途 

第８ 積立金の処分に関する計画 

第９ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 人事に関する計画 Ｂ 

２ 職員の就労環境の整備 Ａ 

３ 情報セキュリティ対策に関する計画 Ｂ 

４ 医療機器・施設整備に関する計画 Ｂ 

合   計 11,307 

https://www.miyagi-children.or.jp/about/overview01/
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（※）評価基準 

「Ｓ」： 当該法人の業績向上努力により、中期計画における所期の目標を量的及び質

的に上回る顕著な成果が得られていると認められる 

・ 定量的指標の対中期計画値（又は対年度計画値）が 110％以上で、かつ質的

に顕著な成果が得られていると認められる場合、又は定量的指標の対中期計

画値（又は対年度計画値）が 100％以上で、かつ困難度が「高」とされてお

り、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合 

      ・ 定量的指標で評価できない項目については S評価なし 

「Ａ」： 当該法人の業績向上努力により、中期計画における所期の目標を上回る成果

が得られていると認められる 

・ 定量的指標の対中期計画値（又は対年度計画値）が 110％以上、又は定量的

指標の対中期計画値（又は対年度計画値）が 100％以上で、かつ困難度が

「高」とされている場合 

・ 定量的指標がない項目においては目標の水準を上回る場合 

「Ｂ」： 中期計画における所期の目標を達成していると認められる 

・ 定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 

・ 定量的指標がない項目においては目標の水準を満たしている場合 

（「Ａ」に該当する事項を除く） 

    「Ｃ」： 中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する 

・ 定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 

100％未満 

・ 定量的指標がない項目においては目標の水準を満たしていない場合（「Ｄ」

に該当する事項を除く） 

 「Ｄ」： 中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な

改善を求める 

・ 定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又

は業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認

められる場合 

・ 定量的指標がない項目においては目標の水準を満たしておらず、業務運営

の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認められる場

合を含む、抜本的な業務の見直しが必要な場合 
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（２）当中期目標期間における県による過年度の総合評定の状況 

 

区分 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

評定 令和６年度終了後に暫定評価（３年間）を実施 — 

 

 （注）評価基準 

「Ｓ」： 当該法人の業績向上努力により、中期目標における所期の目標を量的及び質

的に上回る顕著な成果が得られていると認められる 

・ 定量的指標の対中期目標値が 110％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られ

ていると認められる場合、又は定量的指標の対中期目標値が 100％以上で、

かつ困難度が「高」とされており、かつ質的に顕著な成果が得られていると

認められる場合 

・ 定量的指標で評価できない項目については S評価なし 

「Ａ」： 当該法人の業績向上努力により、中期目標における所期の目標を上回る成果

が得られていると認められる 

・ 定量的指標の対中期目標値が 110％以上、又は定量的指標の対中期目標値が

100％以上で、かつ困難度が「高」とされている場合 

・ 定量的指標がない項目においては目標の水準を上回る場合 

「Ｂ」： 中期目標における所期の目標を達成していると認められる 

・ 定量的指標においては対中期目標値の 100％以上 

・ 定量的指標がない項目においては目標の水準を満たしている場合 

（「Ａ」に該当する事項を除く） 

「Ｃ」： 中期目標における所期の目標を下回っており、改善を要する 

・ 定量的指標においては対中期目標値の 80％以上 100％未満 

・ 定量的指標がない項目においては目標の水準を満たしていない場合 

（「Ｄ」に該当する事項を除く） 

「Ｄ」： 中期目標における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた、抜本的

な改善を求める 

・ 定量的指標においては対中期目標値の 80％未満、又は業務運営の改善その

他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認められる場合 

・ 定量的指標がない項目においては目標の水準を満たしておらず、業務運営の

改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認められる場合

を含む、抜本的な業務の見直しが必要な場合 
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１０ 予算及び決算の概要 

（単位 百万円） 

  

区　分 予算額 決算額 差額理由

収入

営業収益 10,100 9,959 ①

営業外収益 269 260

臨時収益 0 0

資本収入 978 968 ②

計 12,047 11,187

支出

営業費用 9,553 9,582 ③

営業外費用 376 378

臨時損失 7 6

資本支出 2,034 1,906 ④

その他支出 338 338

計 12,308 12,210  

  （注）計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計と一致しないものがあります。 

   

  予算額と決算額の差額の説明 

① 入院収益が計画より減少したこと等による 

② 借入金が計画より減少したことによる 

③ 給与費が計画より増加したこと等による 

④ 建設改良費及び償還金が計画より減少したことによる  

       

詳細については、宮城県立こども病院ホームページを参照。 

『法人概要』（https://www.miyagi-children.or.jp/about/overview01/）  

「決算報告書」 

 

  

https://www.miyagi-children.or.jp/about/overview01/
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１１ 財務諸表の要約 

   詳細については、宮城県立こども病院ホームページを参照。 

『法人概要』（https://www.miyagi-children.or.jp/about/overview01/）  

「財務諸表」 

 

（１）貸借対照表 

    

（単位：百万円）

資産の部 金　　額 負債の部 金　　額

固定資産 12,912 固定負債 13,805

　有形固定資産 11,812 　資産見返負債 5,447

　無形固定資産 142 　長期借入金 2,032

　投資その他の資産 958 　移行前地方債償還債務 3,229

流動資産 4,441 　引当金 3,094

　現金及び預金 2,777 　リース債務 3

　医業未収金 1,473 流動負債 2,270

　未収金 145 　寄付金債務 75

　棚卸資産 42 　一年以内返済予定移行前地方債償還債務 410

　その他 4 　一年以内返済予定長期借入金 457

　未払金 937

　一年以内支払予定リース債務 38

　預り金 40

　引当金 313

負債合計 16,075

純資産の部 金　　額

資本金 1,455

資本剰余金 2,731

繰越欠損金 ▲ 2,908

純資産合計 1,278

資産合計 17,353 負債純資産合計 17,353  
     （注）計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計と一致しないものがあります。 

 

（２）行政コスト計算書 

    

（単位：百万円）

科　　　目 金　　　額

　Ⅰ　損益計算書上の費用 11,307

　　　　経常費用 11,301

　　　　臨時損失 6

　Ⅱ　その他行政コスト 0

　Ⅲ　行政コスト 11,307  

     （注）計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計と一致しないものがあります。 

 

 

https://www.miyagi-children.or.jp/about/overview01/
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（３）損益計算書 

    

（単位：百万円）

科　　　目 金　　　額

営業収益 10,300

営業費用 10,922

営　業　損　益 ▲ 622

営業外収益 260

営業外費用 379

経　常　損　益 ▲ 741

臨時利益 0

臨時損失 6

純　損　益 ▲ 747  

     （注）計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計と一致しないものがあります。 

 

（４）純資産変動計算書 

当期首残高 1,455 2,731 ▲ 2,161 2,025

当期変動額 0 0 ▲ 747 ▲ 747

　資本金の当期変動額 0 0 0 0

　資本剰余金の当期変動額 0 0 0 0

　繰越欠損金の当期変動額 0 0 ▲ 747 ▲ 747

当期変動額合計 0 0 ▲ 747 ▲ 747

当期末残高 1,455 2,731 ▲ 2,161 1,278
 

（注）計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計と一致しないものがあります。 

 

（５）キャッシュ・フロー計算書 

    

（単位：百万円）

科　　　目 金　　　額

　Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー 856

　Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 594

　Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 47

　Ⅳ　資金増加額　（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） 309

　Ⅴ　資金期首残高 2,468

　Ⅵ　資金期末残高　（Ⅳ＋Ⅴ） 2,777
 

     （注）計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計と一致しないものがあります。 
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１２ 財政状態及び運営状況の理事長による説明 

（１）貸借対照表 

＜資産＞ 

令和 5年度期末の資産合計は 17,353百万円と、前年度と比較して 890百万円減と

なっています。これは前年度と比較して有形固定資産が 12百万円減、無形固定資産

が 117 百万円減、投資その他の資産が 375 百万円減、流動資産が 386 百万円減とな

ったことが主な要因です。 

 

＜負債＞ 

令和 5年度期末の負債合計は 16,076百万円と、前年度と比較して 143百万円減と

なっています。これは前年度と比較して固定負債が 120百万円減、流動負債が 23百

万円減となったことが主な要因です。 

 

（２）行政コスト計算書 

当事業年度の行政コストは 11,307百万円です。内訳としては損益計算書上の費用が

11,307百万円です。 

 

（３）損益計算書 

＜経常収益＞ 

令和 5年度の経常収益は 10,559百万円、前年度と比較して 300 百万円減となって

います。これは、前年度と比較して医業収益が 82百万円減、運営費負担金収益が 65

百万円増、補助金等収益が 455百万円減、営業外収益が 166百万円増となったことが

主な要因です。 

 

＜経常費用＞ 

令和 5年度の経常費用は 11,301百万円、前年度と比較して 442 百万円増となって

います。これは、前年度と比較して医業費用が 149百万円増、一般管理費が 2百万円

増、控除対象外消費税等が 19百万円減、営業外費用が 300百万円増となったことが

主な要因です。 

 

＜当期総損益＞ 

令和 5年度の当期総損益は 747百万円の損失、前年度と比較して 748百万円減（前

年度は 1 百万円の総利益）となっています。これは、前年度と比較して経常利益が

300百万円減、経常費用が 442百万円増となったことが主な要因です。 
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（４）純資産変動計算書 

当事業年度の純資産は、繰越欠損金が 747 百万円増加した結果、1,278 百万円となり

ました。 

 

（５）キャッシュ・フロー計算書 

＜業務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

令和 5年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 856百万円の収入となり、前年

度と比較して 150百万円の収入増となっています。これは、前年度と比較して人件費

支出が 405百万円増、医業収入が 488百万円増、運営費負担金収益が 65百万円増と

なったことが主な要因です。 

 

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

令和 5年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 594百万円の支出となり、前年

度と比較して 72百万円の支出減となっています。これは、前年度と比較して投資有

価証券の取得による支出が 100百万円増、投資有価証券の満期償還による収入が 700

百万円増、有形固定資産の取得による支出が 516 百万円増となったことが主な要因

です。 

 

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

令和 5年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 48百万円の収入となり、前年

度と比較して 512百万円の収入増となっています。これは、前年度と比較して長期借

入れによる収入が 534百万円増、長期借入金の返済による支出が 15円減となったこ

とが主な要因です。 
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１３ 内部統制の運用状況 

   内部統制の主な実施状況は、次のとおりです。 

 

＜内部統制の運用（業務方法書第５条、第１０条、第１５条）＞ 

宮城県立こども病院は、平成３１年度に定めた「内部統制に係る基本方針」に基づき設

置した内部統制担当役員の統括のもと、内部統制推進責任者及び内部統制推進部門を置く

体制を整備し、法人内での情報の共有、理事長の法人運営方針及び指示の徹底など、内部

統制システムの充実・強化を進めております。 

なお、内部統制の一層の推進を図るため、令和５年３月に内部統制推進規程や内部統制

委員会設置規程などの関係諸規程を整備しました。 

 

＜入札及び契約に関する事項（業務方法書第 16条）＞ 

 契約事務の公正性・透明性を確保した合理的な調達の促進を図るため、施設・医療機器

委員会や診療材料委員会の承認を経て入札及び契約の事務を行っています。 

 

＜予算の適正な配分（業務方法書第 17条）＞ 

 予算の配分は、前年度 12月から２月に院内の所属長からの予算調書を審査し、併せて、

前年度の上半期業務実績報告及び上半期収支状況、宮城県立こども病院評価委員会の評価

結果、翌年度の運営費負担金の内示額等を踏まえ予算案を作成し、理事長まで了承を得た

上で、前年度３月の理事会において期首時点の予算額を決定しています。また、予算の執

行状況は、運営管理会議、診療課長会議、部門長会議で院内共有し、また、期中の理事会

に報告し了承を得ながら予算を執行しています。 

 

１４ 法人に関する基礎的な情報 

（１）沿革 

平成１５年１１月 開院（公設民営） 

平成１８年 ４月 地方独立行政法人へ移行 

平成２７年 ４月 宮城県拓桃医療療育センターと経営統合し１法人２病院体制 

平成２８年 ３月 医療型障害児入所施設「宮城県立拓桃園」開所 

 

（２）設立根拠法 

地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号） 

 

（３）設立団体 

  宮城県 
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（４）組織図 

 

臨 床 研 究 推 進 室

入 退 院 セ ン タ ー

地 域 医 療 連 携 推 進 委 員 会

各 種 委 員 会 ・ 会 議 令和６年３月３１日現在

地 域 医 療 連 携 室

医 療 安 全 推 進 室 感染制御チーム（ＩＣＴ）

感 染 管 理 室 抗菌薬適正使用支援チーム（ＡＳＴ）

拓桃館３階病棟

総 務 課

経 営 企 画 課
事 務 部

医 事 課

本館３階病棟

病 棟

本館４階病棟

拓桃館２階病棟

薬 剤 部

看 護 管 理 室

新生児病棟（NICU、GCU・HCU）

産科病棟・ＭＦＩＣＵ

看 護 部 外 来

本館２階病棟

療 育 支 援 部
療 育 支 援 室

（ 拓 桃 園 ）

循 環 器 セ ン タ ー

情 報 シ ス テ ム 管 理 室
医 療 情 報 部

診 療 情 報 室

医 療 技 術 部 門
臨 床 工 学 部

リハビリテーション・発達支援部
歯科診療支援部門

診 療 支 援 部
眼科診療支援部門

手術室 
手 術 部

中央材料滅菌室

耳鼻咽喉科

歯科口腔外科・矯正歯科

小 児 集 中 治 療 部 小児集中治療室（ＰＩＣＵ）

呼吸サポートチーム（ＲＳＴ）

放 射 線 部

児童精神科

リハビリテーション科

発達診療科

臨床病理科

検 査 部

栄 養 管 理 部

総 合 系

理事会

監事

理
事
長

副
理
事
長

院
　
　
長

副
　
院
　
長

診 療 部 外 科 系 皮膚科（休診中）

泌尿器科

産科

眼科

放射線科

麻酔科

集中治療科

内分泌科

外科

心臓血管外科

脳神経外科

整形外科

形成外科

リウマチ・感染症科
内 科 系

腎臓内科

血液腫瘍科

循環器科

神経科

ボ ラ ン テ ィ ア グ ル ー ブ

新生児科

総合診療科

消化器科

アレルギー科

地 域 ・ 家 族 支 援 グ ル ー プ

成 育 支 援 局 こ ど も 育 成 支 援 グ ル ー プ
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（５）病院の所在地 

   宮城県立こども病院 ： 宮城県仙台市青葉区落合四丁目３番１７号 

 

（６）主要な財務データの経年比較 

（単位　百万円）

区　　分 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

経常収益 10,567 10,366 10,922 10,859 10,559

経常費用 10,239 10,371 10,558 10,858 11,301

当期総利益（又は（▲）損失） 323 1 364 1 ▲ 747

資産 20,083 18,589 18,565 18,244 17,353

負債 18,421 16,929 16,541 16,219 16,076

利益剰余金（又は（▲）繰越欠損金） ▲2,524 ▲2,525 ▲2,161 ▲2,161 ▲ 2,908

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,127 593 1,639 705 856

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲128 ▲867 ▲587 ▲667 ▲ 594

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲14 ▲746 ▲274 ▲465 48

資金期末残高 3,436 2,115 2,894 2,468 2,777
 

（注）計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計と一致しないものがあります。 

 

（７）翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画 

【予算】 

（単位　百万円）

区　　分 金　　額

収入

営業収益 10,264

営業外収益 69

資本収入 1,192

計 11,525

支出

営業費用 9,783

営業外費用 62

資本支出 2,059

その他支出 438

計 12,642
 

（注）計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計と一致しないものがあります。 
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【収支計画】 

（単位　百万円）

区　　分 金　　額

収入の部 10,679

営業収益 10,610

営業外収益 69

支出の部 11,352

営業費用 11,290

営業外費用 62
 

（注）計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計と一致しないものがあります。 

 

 

【資金計画】 

（単位　百万円）

区　　分 金　　額

資金収入 14,410

業務活動による収入 10,333

投資活動による収入 0

財務活動による収入 1,192

前期繰越金 2,885

資金支出 12,342

業務活動による支出 9,845

投資活動による支出 1,592

財務活動による支出 905

次年度への繰越金 2,068
 

（注）計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計と一致しないものがあります。 

 

 

詳細については、宮城県立こども病院ホームページを参照。 

『法人概要』（https://www.miyagi-children.or.jp/about/overview01/）  

「令和６年度計画」 

 

  

https://www.miyagi-children.or.jp/about/overview01/
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１５ 参考情報 

（１）要約した財務諸表の科目の説明 

① 貸借対照表 

   固定資産 

 有形固定資産  ：土地、建物、器具備品（医療器械）など 

    無形固定資産  ：電話加入権、ソフトウエアなど 

    投資その他の資産 ：満期保有目的債券など 

流動資産 

    現金及び預金  ：現金、預金 

    医業未収金  ：医業収益に対する未収金 

未収入金  ：医業収益以外（補助金等）の収益に対する未収金 

    棚卸資産  ：医薬品、診療材料、給食用材料など 

    その他   ：企業財産保険料、医事窓口用釣銭資金など 

   固定負債 

    資産見返負債  ：運営費負担金、補助金等の交付目的に従い償却資産を取得 

した場合に計上する債務 

    長期借入金  ：設立団体から借り入れた債務 

    移行前地方債償還債務：法人設立の日までに償還されていない債務 

    引当金   ：将来支払われる退職給付に備えて設定される引当金 

    リース債務  ：リース取引に係る債務 

   流動負債 

    寄付金債務  ：使途が特定されて管理されている寄附金 

    一年以内返済予定移行前地方債償還債務：一年以内に返済期限が到来する移行前地方債償還債務 

    一年以内返済予定長期借入金：一年以内に返済期限が到来する長期借入金 

    未払金   ：医薬品、診療材料などに係る未払債務 

    一年以内支払予定リース債務：リース取引に係る債務のうち一年以内に支払期限が到来 

する債務 

    預り金   ：職員給与から預かった所得税、社会保険料など 

    引当金   ：職員賞与に対する引当金 

   純資産 

    資本金   ：設立団体による出資金 

    資本剰余金  ：移行前地方債償還債務を返済するための運営費負担金の 

交付を受けて、当該債務を返済した利息分の累計額 

（平成 25年度まで） 

    繰越欠損金  ：業務に関連して発生した欠損金の累計額 
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② 行政コスト計算書 

   損益計算書上の費用 

     損益計算書における経常費用、臨時損失 

   その他の行政コスト 

宮城県からの出資金や宮城県から交付された施設費等を財源として取得した資

産の減少に対応する、地方独立行政法人の実質的な会計上の財産的基礎の減少

の程度を表すもの 

   行政コスト 

地方独立行政法人のアウトプットを産み出すために使用したフルコストの性格

を有するとともに、地方独立行政法人の業務運営に関して県民の負担に帰せら

れるコストの算定基礎を示す指標としての性格を有するもの 

 

③ 損益計算書 

   営業収益 

医業（入院、外来診療など）に係る収益、運営費負担金、資産見返戻入、受託収

入など 

   営業費用 

     医業（入院、外来診療など）に要する給与費、材料費、減価償却費、経費など 

   営業外収益 

運営費負担金のうち償還債務に係る利息分の額、寄付金使途に充てるための費

用に相当する額、受取利息など 

   営業外費用 

     償還債務に係る支払い利息など 

臨時利益 

     固定資産の売却益 

   臨時損失 

     固定資産の除却損 

 

④ 純資産変動計算書 

   当期末残高 

     貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

 

⑤ キャッシュ・フロー計算書 

   業務活動によるキャッシュ・フロー 

医業（入院、外来診療など）に要する人件費、材料費購入による支出、医業に係

る収入、運営費負担金、補助金等の収入など 
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   投資活動によるキャッシュ・フロー 

     金融商品取引に係る収入支出、固定資産の取得による支出 

   財務活動によるキャッシュ・フロー 

長期借入金の借入による収入及び返済による支出、移行前地方債償還債務の償

還による支出など 

 

（２）その他公表資料等との関係の説明 

   事業報告書に関する報告書等として、以下の報告書等を作成しています。 

   ・ホームページ：当法人に関わる各種情報を発信 

   ・第５期中期目標 

・第５期中期計画 

・年度計画 

   ・業務実績等報告書 

   ・財務諸表決算報告書                        など 

 

 


